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地方団体から申出のあった交付税の算定方法に関する 

意見の処理について    【地方交付税法第17条の4】 

 

 

１ 意見の提出数（平成 20 年８月以降） 

 

    ３３６件（都道府県分２２８、市町村分１０８） 

 

    うち 単位費用等(法律事項)に係る意見数 １８１件 (都道府県分 １５３､市町村分 ２８) 

      同様な意見を１項目として数えると ７０項目 

 

      補正係数等（省令事項）に係る意見については、算定時に処理する。 

 

２ 法律事項に係る意見の処理について 

 

   ７０項目のうち２７項目（別紙の「処理状況」欄に※を付したもの）について意見の  

趣旨を踏まえ算定方法の改正等を行う。 

 

 【意見の趣旨を踏まえて算定方法の改正等を行う主な例】 

○ 特定疾患治療研究事業に係る地方負担額の適切な算入(13団体) 

○ 後期高齢者医療給付費負担金に係る単位費用の引き上げ(2団体) 

○ 消費者行政推進関連経費の充実(2団体) 

○ 妊婦健康検診に係る経費の単位費用算入(1団体) 
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